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【論文の概要】

本論文は、国際法学に地理学の方法を取り入れることで、空間分割における衡平原則の

問題を進展させることを目的としている。そのために、両者を連結し、国際裁判でも使用

される「地理情報（Geographical Knowledge）」という用語の定義を試みることによって、

国際法学への地理学導入の可能性と国際裁判における空間秩序に関する衡平原則の問題を

一層進展させ得ることを明らかにしている。本論文では、歴史及び先行研究の検討に続い

て、我が国における法学に関連した定義理論を比較検討し、その中で論理学の定義理論を

法学に導入した碧海教授の方法（手段）に妥当性を見出し、それに依拠して導き出された

擬似定義（仮定義）の有用性を地理学の GIS（Geographical Information System ／地理

情報システム）を用いて検証し、最終的に国際法学における地理情報という用語は「合意

に基づいた要素で構成される紛争解決のための空間に関する情報の集合」であると定義し

得るとの結論に達し、同時に、国際裁判における「衡平」の一層の精確化を示し得たもの

である。

論文構成は以下である。

序　章　（目的、意義、研究方法、歴史、先行研究）

第１章　定義理論の説明

第２章　記号説明：「地理情報」の用法に関する小史
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第３章　事物説明 : 現代における「地理情報」の用法

第４章　仮定義の提示とその検証

結　語　（真正定義、今後の課題）

資料及び参考文献

各章の要旨は以下である。

１） 序章では、本研究の目的・意義を述べ、研究方法及び歴史並びに先行研究を検討する。

まず、国際法学における空間秩序の問題点を主観性と不精確性に見出し、それが国際裁判

で使用されてきた「衡平原則」という用語の曖昧性に集約されてきた点を指摘する。さら

にその原因を絞り込み、判決文でも使用されてきた「地理情報」という用語の不精確性に

あることを明らかにした。これに基づいて本研究は、国際法学上の用語としての「地理情

報」を定義することによって、国際法学における空間秩序確定の精度の向上に寄与するこ

とを目的とする。

当該定義の確立は、国際法社会における空間分割にこれまで以上の精確な衡平性を付与

し、国際裁判の妥当性並びに有用性の向上と、より安定した国際法秩序の構築に有意義な

成果を与えることになるとともに、国際法学という学問の発展にもつながるものである。

そのための研究方法として、近代論理学における定義理論を法学用に検討し直した碧海

教授の定義理論に依拠し、当該理論の論理構成に則って「地理情報」を定義するとしてい

る。

上記の後に、先行研究を渉猟し、その展開の中で法学と地理学の関係史を新旧のニュー

ヘブン学派の比較、特にオゾフスキー論文を中心に論じ、どちらの学派も地理学の導入に

は充分に成功していない点を論証している。

２）つづく第１章は、本研究の方法である定義理論の整理及び検討と説明に充てられる。

先述の碧海教授の理論と、それを再検討した森村教授の理論を比較し、碧海教授の理論の

一般性に本研究への適合性を見出し、当該理論を研究方法として用いることを論じた。

当該定義理論は「擬似定義から真正定義へと至る方法」である。擬似定義（仮定義）は

記号説明と事物説明に基づき、近似値と類差も検討して仮に設定される定義であり、当該

仮定義を検証することで真正定義、つまり用語の定義を決定する行程をたどる。ここにい

う記号説明とは、「X という用語がどのように用いられてきたか」であり、事物説明とは、「X

という用語がどのように用いられているか」である。その上で、両説明の類似点および相

違点を比較し、仮定義（擬似定義）を提示する。次に本研究の特徴である、近年になって

国際裁判にも導入されつつある「地理情報システム（Geographical Information System: 

GIS）」を、当該仮定義に基づきながら用いて判例を再検討することによって、当該仮定

義の有用性を検証し、有用である場合に、当該仮定義を改めて真正定義として提示すると
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いう論証過程を明示している。

３）第２章は、記号説明の検討に充てられる。記号説明とは、上記のように、当該用語が

従来どのような意味で用いられてきたか、ということである。国際法学に関連する「地理

情報」という用語で示されてきた内容は、特に地図に表現されてきたが、地図作成者の主

観あるいは何らかの政治的目的がある場合は、地図作成者の有する特定の意図に基づいて

作成されてきたことを論じている。

特に地図の精度化による情報の「客観化」が強調されることで、個々の空間に対する特

定の見方（主観）が正当化され、あるいは隠蔽されるようになっていたことが指摘されて

いる。例えば帝国主義時代における地図の精度化は、地理学の環境決定論に基づく人種概

念（特定の見方）を説得的に視覚化した。地理学によるこのような人種の差異に基づく「他

者」概念の創出は、国際法学においても、文明国対非文明国の概念（特定の見方）に基づ

く植民地の正当化を可能にしたのであり、また地図の精度化は、特定の意図に基づく国境

線の明示も可能にしたのであった。

従って、国際法学における「地理情報」に関する記号説明は、「地図の精度化に基づく

位置（緯度と経度）の優位によって特徴付けられる」が、ここには隠蔽された「特定の見

方」が同時に含まれていることが論じられたのである。

４） 第３章は、事物説明に充てられるが、これは、当該用語が現在どのような意味で用い

られているか、ということである。本章では、既述の「精度化」および「特定の見方」が

形を変えて継続していること、つまり本研究の対象となっている海洋境界画定問題におい

て、画定の際の法原則である「衡平原則」に当該特徴が包含されつつ継承されていること

が論じられている。

従来、当該原則の構成要素は、「地理的要因（自然地理要因）および非地理的要因（人

文地理要因）」に大別されてきた。判例上、前者を重視してきたことが学説において指摘

されている。しかし他方で判例上、積極的とは言えないまでも、「非地理的要因（人文地

理要因）」を含むあらゆる要因は「否定されているわけではない」ことも学説において指

摘されている。当該原則において「非地理的要因（人文地理要因）」が非積極的な位置付

けになっている原因は、境界画定の考慮の際に「多要因分析の困難」および「主観性の入

り込む危険性」を引き起こす可能性があると推察されていたからである。

本章は、海洋境界画定問題をめぐるこれら二つの要因の中に「精度化」および「特定の

見方」の継続を見出し、その上で、改めて「地理情報」に関して四点に言及している。

第一に、現代地理学の視点抜きに国際法学における「衡平 = 正義」の実現が困難である

こと。ここでは、特に現象学に基づいた地理学の視点が重要であることを指摘している。

即ち、個々の空間認識は、主観性を有するものであるため、空間認識の間主観性に基づい

た共通化を探求することが重要であるとの指摘である。
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第二及び第三は、そのような現象学に基づいた地理学の具体的概念として、「スケール論」

および「場所論」を取り上げている。

第四に、現象学に基づいた地理学の具体的概念を視覚化し、間主観性に基づいた共通化

を促進させる有用な具体的方法として、「地理情報システム（GIS）」に、その発展史を含

めて論及している。

最後に本章は、以上を念頭に置いた上で、「事物説明」を提示している。即ち、「地理情

報」に内包されている「間主観性」という特徴は、国際法上の「合意」という概念を用い

ることで裁判において使用可能となる。つまり、如何なる主観を共通事項とするかを関係

国間の当該時点の合意に基づかせるということである。この合意という方法は中央集権化

されていない国際法社会においては国際関係を維持するための根本原則として使用され続

けてきた一般的な手段であり、合意による間主観性の共通事項化は国際法学の諸原則から

外れること無く成立する考え方である。そうであるならば、「地理的要因（自然地理要因）

および非地理的要因（人文地理要因）」といった「地理情報」の構成要素を単に示すだけ

では十分な定義にはならない。そのため、国際法学における「地理情報」の「事物説明」は、

「合意に基づいた要素で構成される紛争解決のための空間に関する情報の集合」である、

と提示したのである。

５） 第４章では、仮定義（擬似定義）を作成するために記号説明及び事物説明の類似点及

び相違点を比較検討し、その結果、国際法学における「地理情報」の仮定義は、「事物説明」

において最終的に示された特徴と同様に、「合意に基づいた要素で構成される紛争解決の

ための空間に関する情報の集合」とした。その理由は、基本的に「記号説明」（「精度化」

あるいは「特定の見方」）は、「事物説明」（「地理的要因（自然地理要因）あるいは非地理

的要因（人文地理要因）」）に継承されており、国際法学に通用する用語として、国際法の

原則に外れること無くこれらの特徴を変換し得ているからである。

続く当該仮定義の検証のために、国際法学において海洋境界画定問題の重要な先例およ

びメルクマールとなった1969年の北海大陸棚事件判決を素材として、仮定義の有用性を検

証している。この検証は、仮定義に基づいて GIS を適用することでなされる。つまり、

国際裁判において従来非積極的な位置付けにあった「非地理的要因（人文地理要因）」、例

えば大陸棚に分散する諸資源の密度状況や種類並びにそれらと不可分の関係にある紛争当

事国の開発可能性（重点的経済政策など）や貿易内容（輸出品など）を境界画定図上に表

示することで、視覚的に認識可能となる。これによって、海岸線の長さを中心とした「地

理的要因（自然地理要因）」のみで決定されてきたこれまでの境界画定基準に対して、よ

り一層精確な衡平性の確保を実現し得ることを明確に論じている。本論文に添付されてい

る資料では、機器の性能上、詳細な人文地理要因を表示できなかったが、それでも従来に

は無かった人文地理要因と密接に関連する資源の分布状況―その意味では単純な自然地理
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要因ではなく人文地理要因でもあるとの理解も可能である―を GIS で示すだけでも、北

海大陸事件判決とは異なる衡平原則の適用結果が充分に示し得たのである。

この方法は「非地理的要因（人文地理要因）」を考慮に入れるため、「多要因分析の困難」

及び「主観性の入り込む危険性」を包含するものである。しかし、従来とは異なって、こ

れらの情報が瞬時に加工され、視覚化できるようになったことで、「検証段階」あるいは

少なくとも「検証のための方法構築」という新たな研究が生まれており、多要因分析の方

法構築可能性が拓かれていることも示している。従来のような「検証困難」とは異なる時

代が国際法学上に到来していること、加えて、「合意」は一方的な「主観性の入り込む危

険性」を防止する機能を有していることを論じている。

以上の検証の結果、仮定義の有用性が示され、国際法学における「地理情報」の真正定

義は、「合意に基づいた要素で構成される紛争解決のための空間に関する情報の集合」で

あると明確に提示されたのである。

６） 最後に結語として、今後の展開を含めて、次のようにまとめられている。近年、国際

社会における GIS の普及は、「検証方法」の試行錯誤を可能にすると考えられる。国際法

学は地理学と関係する歴史を有していたにも関わらず、現在に至るまで両者の融合あるい

は学際的研究領域が確立するに至らなかった。しかし、地理情報の定義と GIS の組み合

わせは、当該状況を確実に前進させると推測し得る。本研究で定義された用語である「地

理情報」は、海洋境界画定問題において充分に通用すると言い得るが、当該用語は「衡平

原則」と深く結びついているため、さらに国際法学の他の分野への波及効果も期待できる

と考えられる。換言すれば、海洋境界画定問題において議論される「地理情報」はあらゆ

る要因を構成要素とすることができるため、その多様性から他の国際法分野における問題

へと結び付く可能性が十分に認められるからである。どのような内容として明確化するか

は、実際に様々な「地理情報」を国際法学の俎上に載せることで明らかとなるのであり、

今後は各分野に於ける GIS を用いた「検証方法」の考案の行程を経て明確化すると推論

し得る。

この様な将来への端緒として、海洋境界秩序に関する「地理情報」の意味を研究し、著

者は、国際法学に於ける「地理情報」という用語を「合意に基づいた要素で構成される紛

争解決のための空間に関する情報の集合」と定義して、その国際裁判に於ける有用性と学

問上の意義を明確に論証したのである。

【論文審査の結果】

本論文が、大学院博士後期課程における学位請求論文であることから、以下の基準で審

査した。注の表記方法等の形式面以外に、（1）研究テーマが当該研究分野に於いて学術的

意義を有すること、（2）当該研究を実施するための手段あるいは方法が適切であること、
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（3）当該方法あるいは手段を習得したことを研究（論文）を通して証明できること、（4）

研究（論文）に一貫した論理性が備わっていること、（5）結論は当該分野に於いて妥当で

あり学問の発展に寄与するものであること、であった。

審査委員会（複数回）及び口述試験を通して、（1）については、広範な先行研究の検討

及び国際法学における問題点を的確に把握しており、（2）、（3）及び（4）については、

長年にわたる試行錯誤の末に研究テーマと直結する方法を見つけ出し、実際に当該方法を

用いて論文を執筆し得ており、内容にも無理のない一貫性が認められ、（5）については、

衡平原則の精度を向上させ、国際法上の「合意」の機能に新たな側面を見出したことなど、

国際法学における妥当性と発展性を備えていると評価された。また、本論文に使用されて

いる外国語文献の質及び量並びに口述試験における外国語文献に関する質疑を通して、さ

らに研究テーマ以外の分野に関する質疑も行われ、その結果、外国語及び専門に関する学

力も充分に備わっていると判断された。

本論文が博士後期課程における執筆である点を考慮すれば、コミュニケーションを基本

要素としたネットワークというオートポイエティックな社会学の視点からの機能研究、法

的フィクションとの関連の研究など、未だ充当しなければならない点も散見される。しか

し現段階においては、それは望蜀の点といわざるを得ず、本論文の価値に影響を与えるも

のではない。

以上の審査を経て審査委員会は、本研究（論文）をもって被審査者（門脇氏）が博士学

位を授与されるにふさわしい能力と結果を示し得たものと評価するものである。

 以上


